
2013年（平成25年）4月25日　毎月５日・20日・25日発行　京都保険医新聞� 第2855号

発
行
所
　
京
都
府
保
険
医
協
会
　
京
都
市
中
京
区
烏
丸
通
蛸
薬
師
上
ル
七
観
音
町
六
三
七
　
第
41
長
栄
カ
ー
ニ
ー
プ
レ
イ
ス
四
条
烏
丸
六
階
　
電
話（
二
一
二
）八
八
七
七
番
　
編
集
発
行
人
　
久
保
佐
世

�

　
購
読
料
年
八
、〇
〇
〇
円（
会
員
は
会
費
に
含
ま
れ
る
）　
本
号
に
限
り
六
〇
〇
円

P A P E R
K Y O T O

情勢トピックス 4
医療・社会保障編 4
論点に自由開業やフリーアクセス見直し／国民会議で集中討議　…ほか

調査・データ編 15
2040年の埼玉・神奈川、高齢者は２倍に／社人研が推計　…ほか

政策資料
資料１：「京都府中期的な医療費の推移に関する見通し」中間案 16
協会だより
理事会記録、5月の催し物（予定）、その他 41

Mediメディペーパー京都

第166号（通巻410号）2013.5

CONTENTS

医賠責等損害保険、ホームページ作成は（有）アミスへ（℡075-212-0303）



京都保険医新聞

2 第166号

2013年（平成25年）4月25日　毎月５日・20日・25日発行� 第2855号

〒601-8205 京都市南区久世殿城町330-1
TEL.075-935-1115（代） FAX.075-935-5100
e-mail：com@mediapark.co.jp  http://www.mediapark.co.jp

社会を動かす宣伝力。

<参考価格>
※ご相談の上、御見積を提出いたします。
●A4判三つ折カラー刷り
　500部 ………………… ¥120,000～
●B5判4頁カラー刷り
　500部 ………………… ¥135,000～

エッセイ集や自分史などの自費
出版、お気軽にご相談ください。

株式会社　つむぎ出版
TEL.075-252-1788
FAX.075-254-2341

e-mail：tsumugi-pub@nifty.com

医院・医療機関の
リーフレット

医療機関のリーフレットは、診療科目・時間・設備、理念などを

患者様、地域の皆様に広げるツールです。

きかんしコムでは、リーフレットの他、広報誌、webサイトなど、

信頼される医療をめざすツール制作を、お手伝いします。

メッセージツール作成をお手伝いします

地域に根ざす医療をめざして
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5
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定

※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。
※法律相談室は必要な時に随時開催いたします。お申込みは協会・総務部会まで。

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲43－45ページ

行　　　　事 開始時間 場　　　　所

今
後
の
予
定

行　　　　事 開始時間 場　　　　所
6月30日㈰ ＴＰＰ参加反対京都府民集会（仮称） 午後 ２ 時 大谷ホール
7月２8日㈰ 第66回定期総会 午後 1 時 京都ホテルオークラ

行　　　　事 開始時間 場　　　　所

 7日㈫ 各部会 午後 ２ 時
� 9日㈭ �医院継承講習会 �午後 ２ 時 �ルームＡ・Ｂ・Ｃ
10日㈮ 保険審査通信検討委員会 午後 ２ 時 ルームＡ

�11日㈯

�第648回社会保険研究会 �午後 ２ 時 �ルームＡ・Ｂ・Ｃ
�京都市身体障害者リハビリテーションセンター
がなくなるって？ホント？「どうなるの？京都の
リハビリテーション」

�午後 ２ 時 �京都新聞文化ホール

14日㈫ 定例理事会 午後 ２ 時 ルームＡ
�15日㈬ �医事担当者勉強会 �午後 7 時 �ルームＡ

�16日㈭
�ファイナンシャルプランナーとの相談日 �午後 1 時 �ルームＢ
�保険講習会Ｂ �午後 ２ 時 �ルームＡ
�雇用管理相談日 �午後 ２ 時 �ルームＢ

�18日㈯ �医療・福祉・介護シンポジウム「京都の開業医が
展望する地域ケア」 �午後 ２ 時 �ハートピア京都�

19日㈰ �新規開業予定者のための講習会 �午後 ２ 時 �ルームＡ・Ｂ・Ｃ

２２日㈬
�税理士との相談日 �午後 ２ 時 �アミス
金融共済委員会 午後 ２ 時 ルームＡ・Ｂ・Ｃ

２3日㈭ 税務記帳講習会 午後 ２ 時 ルームＡ・Ｂ・Ｃ
２4日㈮ 環境対策委員会 午後 ２ 時30分 ルームＢ
２8日㈫ 定例理事会 午後 ２ 時 ルームＡ

�30日㈭ �指導・監査対策講習会「指導・監査・取消処分の
実態－その時、あなたはどう対応しますか？」 �午後 ２ 時 �登録会館大ホール

　ＴＰＰ交渉参加については３月15日に安倍首相が
表明し、４月12日に日米事前協議の合意文書が発表

された。これに対し３月12日にはＪＡ全中や生協な
どが東京日比谷野外音楽堂で4000人を集めて開いた
断固反対の緊急全国集会などの取組みや、京都府議
会はじめ23都道府県会が政府方針をけん制する意見
書をあげるなど（共同通信調べ）している。
　また社会保障制度改革国民会議の議論では、自由
開業・自由標榜制やフリーアクセスなどに踏み込ん
だ発言もされている。
　特定看護師の創設を巡って議論してきたチーム医
療推進会議は、３年の議論を経て特定行為に係る研
修制度を創設する報告書をまとめることで決着した。

今月の主な動き
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国民会議
論点に自由開業やフリーアクセス見直し／国
民会議で集中討議
　社会保障制度改革国民会議は３月27日、四病院団
体協議会、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看
護協会、全国老人福祉施設協議会、民間介護事業推
進委員会の６団体を交えて医療・介護分野の集中討
議を開始した。地域・診療科の偏在問題や、自由開
業・自由標榜制の課題、フリーアクセスなどをめぐっ
て踏み込んだ発言が相次いだ。
　自由討論が始まると永井良三委員（自治医科大学
長）が先鞭をつけ、病院団体に対して「医師の配置
や地域における病院の配置、機能分化をどう進める
べきか」と質問。これに対して四病協から日本病院
会の堺常雄会長が「診療報酬と医療法の両輪で進め
るのが良い。病院が各都道府県に毎年提出している
データが活用されていない。医療計画に地域内の需
要と供給のバランスを盛り込むべき」と述べた。さ
らに、「2013年の医療計画に盛り込むのは無理だし、
18年では遅すぎる。例えば国民会議が、次期医療計
画を前倒しで策定し、それまでに必要なデータを提
出するようにと約束すれば一歩前進するのではない
か」と提案し、国民会議に主導するよう要請した。
●地域で診療所と専門医に上限を
　自由開業制と自由標榜制については日本精神科病
院協会の山崎學会長が問題提起。「病院勤務医と開業
医の数がアンバランスだ」と指摘し、「診療所の自
由開業制をこのまま続けるのか。人口当たりで循環
器なら何人というように、保険医療機関として制限
をある程度かけなければ問題解決しない」と述べた。
医師の研修履歴が患者に分からない自由標榜制も問
題視した。
　これを受けて遠藤久夫委員（学習院大経済学部教
授）は「病床だけではなく、地域の診療所の上限を
決め、さらに、専門医の上限も入れる。専門医を取
らなければそれなりの報酬をもらえず、自由標榜が
厳しくなれば専門医を採るようになる。そうして地
域偏在と診療科偏在をコントロールするという理解

でよいか」と確認すると、日病の堺会長は「おおむ
ね良い」と返答。ただ、「かなりの抵抗があるだろ
う」と述べた。遠藤委員は「基本的に計画配置はや
むを得ないと思っている」とした。
　フリーアクセスについては堺会長が「世界に冠た
るシステムであり、いきなりやめるのは難しい。か
かりつけ医と連携すべき」と指摘。日本歯科医師会
の大久保満男会長は「医療関係者が病院と開業医の
役割分担を議論しなければ、フリーアクセスの存続
が危ぶまれる。われわれには努力が必要だ」と訴え
た。（3/28MEDIFAXより）

全医師が日医へ加入を／国民会議で今村副会
長
　日本医師会の今村聡副会長は３月27日の社会保障
制度改革国民会議に出席し、医療政策について国民
に理解を求めるためにも、地域医療を担う医師全員
が加入する組織が必要と提言した。世界医師会が認
める日本の医師団体は日医だけと説明し、日医への
全医師の加入について「何らかの形を考えていきた
い」との方針を示した。
　大島伸一委員（国立長寿医療研究センター総長）
から、医療関係団体が医師の偏在解消などの施策を
積極的に打ち出すべきと提言を受けた今村副会長は、
地域の医師の意見集約と施策の実行のために日医へ
の全医師の加入を提案。「全ての医師が日医に加盟
し、行政と地域の声を聞くことで、その地域にどれ
くらいの医師数が必要か言えるようになる。そうで
なければ既得権益を守るためと誤解されてしまう」
と述べた。
　日本精神科病院協会の山崎學会長が問題提起した
自由開業制の見直しに対しては、過去に医師会が開
業に一定の制限をかけていたことがあると説明し、
現在は「職業選択の自由」などの理由で制限するの
は難しいとの見解を示した。ただ、個人的な考えと
した上で「同じ診療科の診療所が集まっている状況
をよしとはしていない。今後、提言していかなけれ
ばいけない」と述べた。
●国民への啓発も必要
　権丈善一委員（慶應大商学部教授）が意見を求め
た医療のフリーアクセスについては「問題が生じて
いるのは確か」との見解を示したが、強制的なゲー
トキーパーの仕組みには反対。「緩やかなゲートキー
パーとしてかかりつけ医がいる」と述べ、地域の開
業医が担っているかかりつけ医機能を評価すべきと
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提言した。日本の医療制度が海外から高い評価を受
けている事実を国民に啓発する必要もあるとした。
　病診連携については「病院経営が医療連携だけで
成り立つような診療報酬にしてもらわなければなら
ない」と指摘。「高齢者はかかりつけ医と病院の専
門医が２人で連携しながら医療を行っていく。通常
の医療はかかりつけ医が行い、病院の専門医がフォ
ローアップする形にすればよい」と述べた。

（3/28MEDIFAXより）

「薬価下げ財源、本体に回さぬよう」／健保連、
国民会議で提示
　社会保障制度改革国民会議は４月４日、健保連、協
会けんぽ、国保中央会、全国後期高齢者医療広域連
合協議会の４団体を交えて議論した。健保連は提出
資料の中で、診療報酬本体の改定率を、賃金・物価
動向や医療保険財政の状況を踏まえたものにすべき
と主張。薬価改定で生じる財源は診療報酬本体の引
き上げに使わず、確実に国民に還元するよう求めた。
　健保連は医療費適正化の必要性を打ち出し、薬価
改定財源を本体に回さないことを求めるなど、診療
報酬の抑制が必要との姿勢を見せた。医療の効率化・
重点化を目指した診療報酬改定にすべきで、保険収
載の判断や報酬・価格を決める際に、費用対効果に
よる評価を反映させるべきとした。医療費適正化に
は後発医薬品の使用促進やスイッチOTCの推進が
必要との立場も示した。
　会議後に記者会見した遠藤久夫委員（学習院大経
済学部教授）は「時間が限られていたので、具体的
に診療報酬の在り方には触れていないし、やりとり
もない。ここに書かれている内容は、健保連が中医
協などでおっしゃっている内容だと私は理解してい
る」と述べた。
　健保連は医療提供体制にも言及。病院・病床の機
能分化を進め、身近な医療機関で総合的な視点に立
ち診療する「総合診療医」を早期に養成すべきと提
案した。平均在院日数の短縮を実現するために、診
療報酬上の評価見直しが必要との見方も示した。
　協会けんぽは資料の中で、国庫補助率を法律本則
の上限20％に引き上げることや、70－74歳の窓口負
担を法律上の２割に戻すことなどを主張。国民会議
に対して、消費税引き上げに伴う増収分を中小企業
の加入者の医療保障に重点的に配分するよう要望し
た。
　国保中央会は、持続可能な医療保険制度のため、将

来的には医療保険制度の一本化が必要と指摘。当面
は国保の都道府県レベルの広域化を進めるべきとし
た。
　全国後期高齢者医療広域連合協議会は、国保の広
域化に合わせて後期高齢者医療との一体的・安定的
な運営を実現するため、国保財政の基盤強化が必要
とした。（4/5MEDIFAXより）

特定行為
「看護師の特定行為」で研修制度創設／厚労
省、保助看法改正へ
　厚生労働省は、看護師が診療の補助として医師の
包括的指示に基づく特定の医行為（特定行為）を実
施するための研修制度創設に向け、保健師助産師看
護師法改正の作業に着手する。厚労省の「チーム医
療推進会議」（座長＝永井良三・自治医科大学長）が
３月29日、保助看法改正が必要となる「特定行為に
係る看護師の研修制度案」について「構成員の大勢
がおおむね妥当との意見」とする報告書を取りまと
めたことを受け、厚労省医政局の原徳壽局長が「制
度化に向けて作業を進めていきたい」と説明した。
●研修修了を看護師籍登録
　厚労省は新たな研修制度の柱に▽あらかじめ定め
るプロトコル（教科書的対応）に沿って実施する特
定行為を明確化▽特定行為を実施するための研修修
了実績を看護師籍に登録―の２点を位置付ける。そ
のため保助看法を改正し、具体的な特定行為の範囲
は省令で規定する。特定行為の追加・改廃は、医師、
歯科医師、看護師らによる常設の審議の場で決定す
る。
　研修制度の具体的な内容や制度創設時の特定行為
の範囲などについては、「チーム医療推進のための
看護業務検討ワーキンググループ」（座長＝有賀徹・
昭和大病院長）が引き続き検討して決定する。
●日医の反対意見も記載
　看護師の業務範囲見直しをめぐるチーム医療推進
会議での議論は約３年にわたった。その間、「特定
看護師の創設」は「特定行為実施のための能力認証
制度」に変わり、最終的に「研修制度」で決着した。
ただ、反対あるいは慎重な対応を求める意見も根強
く残った。会議の大勢は研修制度創設に賛成したも
のの、報告書には日本医師会の構成員が「チーム医
療の推進、医療安全の確保の観点から、多くの問題
点がある」として反対の意見も記載することになり、
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６項目で構成する「特定行為に係る看護師の研修制
度案に対する日本医師会の意見」も報告書に盛り込
まれた。
　一方、日本看護系大学協議会の構成員は「研修制度
の在り方を十分審議した上で制度化を判断すべき」
とし、慎重な対応を求める意見も併せて記載した。
　報告書を取りまとめた29日の議論でも、日医常任
理事の藤川謙二構成員は「日赤グループ、医労連グ
ループ、看護系大学協議会、地域の看護協会の現場
の人たちに聞いても、看護界の中でも反対が多いこ
とが分かっている」と強調。「この議論は続けていか
ないとチーム医療が現場で混乱する。一部の推進派
の意見だけで（判断するの）は、ちょっと現場は厳
しいのではないかというのが日本医師会の見解」と
述べた。（3/30MEDIFAXより）

産業競争力
日本の医療技術やサービス、丸ごと輸出／成
長戦略の柱に
　政府の産業競争力会議は３月29日、「国際展開戦
略」について議論し、日本の医療技術や医療関連製
品、医療機関、医療サービスや医療インフラなどを
パッケージとして海外に売り込んでいく方針を固め
た。政府がまとめる成長戦略の柱にする。アジアなど
の新興国では医療・介護ニーズが高まっており、日
本製の医薬品や医療機器、疾病予防技術、医療関連
サービスなどを売り込むチャンスがあると判断した。
●医療システムと合わせ海外攻勢
　特徴的なのは、すでに存在している海外市場に後
から参加して利益の分配を狙うのではなく、海外に
新しい市場を創出し、その分野で日本がマーケット
リーダーの地位を固めていこうという姿勢を打ち出
している点だ。医薬品や医療機器のメーカーが単独
で海外進出するのではなく、日本政府が後押しし、日
本の医療システムと合わせて海外攻勢をかける。政
府の経済協力なども活用する。
　売り込み役を担う「国際医療協力推進中核組織」
を設立し、日本製医療の国際展開を後押しする。外
国人患者の受け入れを行っている一般社団法人「メ
ディカルエクセレンスジャパン」がその中核を担う。
　行政もこれを支援する。厚生労働省内に「医療国
際展開戦略室（仮称）」を設置し、国別、疾患・分野
別に、企業や医療関係者と関係省庁が一体となって
海外進出を図る。人材交流を通じた規制・制度の国

際調和も進める。
　会議に出席した安倍晋三首相は「新興国などの医
療・介護に貢献しつつ、日本が育んだ医療技術やサー
ビスを国際展開することは、この分野が成長産業に
なるためのカギ。医療機関や関連企業による具体的
な国際事業を支援する組織母体を創設する。経済協
力をはじめ、あらゆる手段を動員して、日本の医療
の国際展開をする」と述べた。
　「健康長寿社会の実現」も議題に上がった。医療
サービスの向上と産業振興を両輪で進めていくとい
う構想。会議中、安倍首相は、再生医療や医療機器
の特性を踏まえて承認審査の仕組みを見直す「薬事
法改正案」と「再生医療安全性確保法案」を本国会
に提出する考えを表明した。再生医療の迅速な実現
を図り、医療機器の開発速度を速めるための規制改
革に取り組む姿勢を示した。
　安倍首相は、医薬品業界が求めている“日本版
NIH”についても早急に具体策をまとめる考えを示
した。研究と臨床がつながっていないことや、臨床
データの集約が十分にできていないことを問題視し
た上で、「研究と臨床の橋渡しや、研究費の一元的配
分、さまざまな臨床活動の司令塔機能が必要。これ
により研究と臨床がつながるとともに、大規模な臨
床データの確保も可能になる。そのために具体的な
方策を早急に取りまとめる」と述べた。
　医薬品のインターネット販売の規制など、新しい
IT社会の実現に向けた規制改革やルール作りに取
り組む姿勢も示した。（4/1MEDIFAXより）

医療法人は株式会社で事業拡大を／産業競争
力会議で民間議員
　政府は３月22日、産業競争力会議（議長＝安倍晋
三首相）の下部組織に当たる「テーマ別会合」を開
き、医療分野を含む「健康長寿社会の実現」につい
て議論した。会合では民間議員が、国民が健やかに
生活し老いていける社会を実現しつつ、同時に国を
富ませる方策を「民間議員ペーパー」にまとめて提
出。これを基に５人の民間議員と関係閣僚で意見を
交わした。意見交換の中では、医療法人が株式会社
を設置して事業を拡大できるようにすべきではない
かとの発言もあった。意見書の内容や、発言者の氏
名、配布された資料などは公開されていない。会合
後、内閣官房日本経済再生総合事務局の田中茂明内
閣参事官が審議内容を説明した。
　田中参事官によると、疾病予防や早期治療を推進
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する観点から、保険者に対して後期高齢者支援金の
加減算措置を拡大できないかという意見が出された。
また、再生医療や医療機器の開発促進策、基礎研究
への投資拡大や研究実績を実用化・商業化に結び付
けるための橋渡し研究の拡充、医薬品・医療機器の
承認審査体制強化策などが指摘された。省庁の垣根
を越えて予算と権限を集中し、国全体で臨床研究を
推進する際の司令塔機能を担う、いわゆる“日本版
NIH”の必要性を求める意見が相次ぎ、閣僚からも
肯定的な発言が出たという。
　医療・介護分野では、高齢者向けサービスのアク
セス改善を求めた。高齢者向け賃貸住宅の整備や、
特別養護老人ホームの待機問題解消策なども提言さ
れた。また、健康商品の購入者に「ヘルスケアポイ
ント」を付与して、将来的に介護保険制度の受給権
につなげる仕組みを導入してはどうかという意見も
あったようだ。
　産業競争力会議では、民間投資を呼び込むための
成長戦略を練っている。首相が議長を務めているが、
日程的な制約が大きいため、下部組織としてテーマ
別に審議できる場をつくった。テーマ別会合では民
間議員ペーパーを踏まえて民間議員と閣僚級が意見
を交わす。テーマ別会合は７分野あり、最終的には
親会議に当たる産業競争力会議で結論を得て、政府
の成長戦略に反映させる方針だ。
　会議の出席者は次の通り。【閣僚】▽甘利明経済
再生（一体改革）担当相▽菅義偉内閣官房長官▽田
村憲久厚生労働相▽茂木敏充経済産業相▽下村博文
文部科学相【民間議員】▽主査・佐藤康博（みずほ
フィナンシャルグループ社長）▽副主査・新浪剛史

（ローソン社長）▽岡素之（住友商事相談役）▽長谷
川閑史（武田薬品工業社長）▽橋本和仁（東京大大
学院工学系研究科教授）（3/25MEDIFAXより）

未収金
未収金額が増加に反転、日病調査で／病院当
たり年間1108万円
　四病院団体協議会が2006年と10年に行った調査で
減少傾向を示していた病院の未収金は、日本病院会
が実施した12年調査で１病院当たり1108万円に上り、
増加傾向に転じていることが明らかになった。この
額を基に、11年４月から12年３月までに全国8571病
院で発生した１年間の累積未収金を推計すると935
億円となり、３年間では2147億円に上るとした。日

病は、患者への啓発活動などを重ねていくことが重
要と指摘。今後、四病協としての広範な調査も必要
とした。
　日病の今回の調査は12年９月７日－10月26日の調
査期間に、会員病院2375施設を対象に▽11年４月－
12年３月の１年間▽09年４月－12年３月の３年間─
の未収金の発生状況を調べた。回答病院は650施設。
　四病協の過去の調査では、１病院当たりの年間未
収金額は06年調査で715万9624円だったのが、10年調
査で548万2217円に減少していた。しかし日病の12年
調査では1108万3782円となり、10年調査から倍増す
る結果となった。
　日病の12年調査では、近年の未収金発生が「増加
した」とした回答が128施設、19.7％で約２割を占
めた。病床規模と未収金発生額が比例していたほ
か、病院機能別では、一般病院の未収金額が最も高
く、以下、精神科病院、ケアミックス病院、療養型
病院の順だった。未収金の発生原因（重複回答）は、

「生活困窮」が96.5％でほぼ全ての病院で経験してい
た。このほか「悪質滞納」が78.5％、「保険未加入」
63.5％、「時間外・休日退院」57.5％、「診療上のトラ
ブル」53.1％などとなった。
●保険者徴収は2.2％と低調
　病院が実施している未収金の回収方法は「電話催
促」「債権回収業者の利用」や「回収専門部署の設
置」「裁判所による支払督促」などだった。一方、厚
労省が10年の保険局長通知で実施基準を明確化した

「保険者徴収」については、2.2％の病院しか活用し
ておらず低調な結果となった。理由について日病は、
未払い一部負担金の額が実施基準の60万円以上かど
うかの確認や、療養終了から６カ月後に少なくとも
１回は自宅訪問するなどの条件が厳しく、活用が困
難だったと分析している。
　日病は「マイナンバー制」の医療現場での活用な
ど厚生行政と連携を図りながら、未収金支払いの催
促を無視する患者については「医療適用から外すな
どの総合的な仕組みづくりの中で、この問題の解決
を図ることも考えられる」としている。

（3/26MEDIFAXより）

中医協
「薬剤師へのインセンティブ」に厳しい目／後
発品促進で中医協総会
　薬剤師にはこれ以上のインセンティブは必要ない
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―。厚生労働省が４月10日の中医協総会に報告した
後発医薬品の使用促進ロードマップに関する議論の
中で、診療側の鈴木邦彦委員（日本医師会常任理事）
が言い放った。三浦洋嗣委員（日本薬剤師会副会長）
は、後発品の説明に時間がかかることや在庫管理の
経済的負担について説明したが、嘉山孝正委員（全
国医学部長病院長会議相談役）に「薬剤師が後発品
の説明をするのは当たり前」と反論されるなど、薬
剤師へのインセンティブに批判の目が向けられた。
　厚労省が中医協に報告したのは、５日に公表し
た「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロード
マップ」。2013－17年度の５年間で後発品の数量シェ
アを60％（旧計算方式で34.3％）以上にする数値目
標が入っている。12年度までに数量シェア30％を目
指すとした旧アクションプログラムから、数量シェ
アの計算方法を変更。海外先進国との比較をしやす
くするため、後発品のある先発品をベースにする計
算方式を採用した。
　ロードマップは医療保険制度上の課題として「医
師、歯科医師、薬剤師の後発医薬品への理解が進む
ような、さらなるインセンティブの検討が必要」と
記載している。冒頭の鈴木委員の発言はここを指摘
したもので「薬剤師さんはもういいんじゃないかと
いう気がする。その辺は今後議論していくことにな
るのだろう」と問題意識を示した。
　三浦委員は即座に反論。「現場では今でも『後発
品って何？』という人が多い。患者の理解度は千差
万別で説明には相当な時間がかかる。在庫をそろえ
る経済的な費用負担も大きい」とし、医療保険制度
上のインセンティブが薬剤師にも必要であると主張
した。しかし嘉山委員が「それはおかしい。薬効や
ジェネリックの説明をするのは薬剤師の当然の義
務」と指摘し、説明業務はインセンティブの対象で
はないとの認識を示した。
　三浦委員は「返す言葉もない」と応じたが、薬剤
師が現場で、患者の具体的な話を聞いた上で後発品
を勧めている現状があることについて理解を求めた。
　この関連では安達秀樹委員（京都府医師会副会長）
が「後発品に積極的でない大きな理由の一つが品質
不安だと示した後に、インセンティブで促進を図れ
と言われると非常にばかにされた感じ」と語り、イ
ンセンティブを利用する発想自体に不快感を示した。
●「60％は低い」矢内委員
　新ロードマップについては、今日の総会から新た
に委員に加わった矢内邦夫委員（全国健康保険協会

東京支部長）が、60％という目標値を「低い」と切
り捨てた。「新たなロードマップに期待していたが、
残念ながら今回の目標値は少し低い。現在の流れを
加速するのではなく、むしろ減速させる方向にある
のではないか」と疑問を呈した。
　厚労省医政局の鎌田光明経済課長は「減速させる
ことはないと思うが、国がもっと志を高くして取り
組めということは受け止める」と応じた。

（4/11MEDIFAXより）

診療報酬
物価・賃金の上昇に応じ診療報酬も／田村厚
労相
　田村憲久厚生労働相は４月１日の衆院予算委員会
で、国民の給与を上げるための方策を問われ、物価
や賃金の上昇に応じて、診療報酬や介護報酬も引き
上げることになるとの見通しを示した。日本維新の
会の新原秀人氏の質問に答えた。田村厚労相は、物
価や賃金の状況、医療経済実態調査の結果なども踏
まえ、中医協や社会保障審議会・介護給付費分科会
で議論が進むだろうと説明した。
　また、田村厚労相は、厚生労働分野にも日本の経
済成長を下支えできる産業に育つ可能性を秘めたも
のがあるとし、iPS細胞を培養するための機器、医薬
品などを具体例として挙げた。

（4/2MEDIFAXより）

予防接種
予防接種法改正案が成立／３ワクチン定期接
種に
　任意接種の子宮頸がん、Hib、小児用肺炎球菌の
３ワクチンを2013年度から定期接種化する予防接種
法改正案が、３月29日の参院本会議で賛成多数で可
決、成立した。水痘、おたふくかぜ、成人用肺炎球
菌、Ｂ型肝炎の４ワクチンの定期接種化について13
年度末までに結論を得るなどとした付帯決議が付い
ている。
付帯決議に法的拘束力はないが、政府は実現に向け
努力することになる。
　参院本会議ではまた、４月１日－５月20日までを
対象期間とする13年度暫定予算案が賛成多数で可決、
成立した。一般会計の歳出総額は約13兆円。

（4/1MEDIFAXより）
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新型フル
医師会や病院団体、製薬、卸も一丸で／新型
フル特措法13日施行
　新型インフルエンザや新たな感染症が発生しても
健康被害を最小限にとどめ、社会・経済の破綻を防
ぐことを目的とした特別措置法が４月13日に施行さ
れる。新型インフル発生時に政府と共に対策を取る
責務を負う「指定公共機関」として、日本医師会や
病院団体、医療機関だけでなく、武田薬品工業など
複数の製薬企業や日本医薬品卸業連合会を指定する
など、感染拡大を抑制するため医療界が一丸となる
態勢を取る。
　13日に施行されるのは「新型インフルエンザ等対
策特別措置法」。新型インフルのほか、急速に全国に
蔓延する恐れのある新感染症を対象疾病にしている。
鳥インフルエンザは特措法の対象にはならない。
　特措法では、世界のどこかで新型インフルが発生
した際、病原性が不明な段階でも政府対策本部を立
ち上げる。新型インフルが国内に侵入し病原性が強
い恐れがある場合、首相が「緊急事態宣言」を出す。
その後は外出の自粛を要請したり、状況に応じて臨
時の医療施設を開設し医療を提供するなどの対策を
取る可能性がある。
　特徴的なのは、新型インフル発生時に国・自治体
と並んで責務を負う存在となる指定公共機関の顔ぶ
れだ。医療関係団体では日医、日本歯科医師会、日
本看護協会、日本薬剤師会、日本病院会、全日本病
院協会などが指定され、医療機関では国立病院機構
や国立国際医療研究センター、日本赤十字社などが
選ばれた。
　加えて、武田薬品や第一三共、グラクソ・スミス
クライン、テルモなど製薬・医療機器企業が指定さ
れた。ワクチンや抗インフルエンザウイルス薬を現
場に運ぶ立場として卸連も入った。内閣官房新型イ
ンフルエンザ等対策室の杉本孝参事官によると、製
薬企業などが指定公共機関になるのは「前例がな
い」。「指定公共機関に特別なことをしてほしいとい
うわけではない。通常業務の範囲内で取り組めるこ
とをしてほしい。具体的な要請が行われることもあ
り得るが強制ではない」（杉本参事官）という。
●新たな行動計画策定へ
　12日に施行日政令などの閣議決定をし、13日に施
行した後は16日に開催予定の「新型インフルエンザ
等対策有識者会議」に政府行動計画案を示す。政府

行動計画は５－６月にも策定し閣議決定する。行動
計画の細目事項となるガイドラインも作る。政府の
行動計画を参考に都道府県も同計画を作り、市町村
もそれに続くことになる。（4/12MEDIFAXより）

TPP
TPP政府対策本部の設置を閣議決定
　環太平洋連携協定（TPP）の交渉参加に向けて、政
府は４月５日、TPP政府対策本部の設置を閣議決定
した。
　同本部は「TPPに関する主要閣僚会議」の下に置
かれ、関係業界や与党などとの調整担当、参加各国
との交渉実務担当の２チームで構成する。チームを
統括する「国内調整総括官」と「首席交渉官」のポ
ストには、佐々木豊成前内閣官房副長官補と鶴岡公
二外務審議官をそれぞれ充てた。省庁横断の65人規
模で始動し、民間からの起用も含め、国内調整担当
で約30人、交渉担当で約70人の計100人体制になる見
込み。閣議後会見で、本部長の甘利明経済再生（一
体改革）担当相は「国益にかなう最善の結果を追求
するため、政府一体となった取り組みを推進する」
と述べた。（4/8MEDIFAXより）

「国民の利益損なう」／TPP反対の大学教員
　日本の環太平洋連携協定（TPP）交渉への参加に
反対する立場の大学教員らが４月10日、東京都内で
記者会見を開き、TPPは日本の国民の利益を損なう
などとして、政府に対し参加表明を撤回するよう求
めた。
　会見したのは「TPP交渉参加からの即時脱退を求
める大学教員の会」の呼び掛け人を務める、醍醐聡
東大名誉教授（財務会計論）や金子勝慶大教授（地
方財政論）、鈴木宣弘東大大学院教授（農業経済学）
ら。
　醍醐氏らは会見で、TPPへの参加は農業への打撃
となるだけでなく、日本の医療制度や食の安全基準
などが損なわれる可能性があると強調。交渉内容な
どの情報提供が不足していることへの懸念も指摘し
た。
　同会がまとめたTPP交渉参加からの即時脱退を
求める要望書には、全国の大学教員800人以上が賛
同。９日に安倍晋三首相らに宛てて政府に提出した
という。（4/11MEDIFAXより）
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マイナンバー
番号制度、今国会成立なら開始は16年１月／
都道府県説明会
　内閣官房の社会保障改革担当室は３月21日、政府
が国会に提出した「番号制度」法案について、都道
府県と政令指定都市の担当課長を対象に説明会を開
き、今国会で法案が成立した場合、2016年１月から
個人番号の利用を開始すると説明した。
　番号制度法案は12年、民主党政権時に国会に提出
されたが、衆院の解散で廃案となった。政府は１日
に全国民に番号を割り振って納税や社会保障の情報
を一元管理するための番号制度関連４法案を閣議決
定し、再び国会に提出した。
　内閣官房社会保障改革担当室は番号制度の導入ス
ケジュールについて、当初の計画時に想定していた
導入スケジュールからは１年遅れになると説明。今
国会で法案が成立すれば２年後の15年10月に国民へ
の番号通知を始め、16年１月から顔写真付きの個人
番号カードの交付と併せて個人番号の利用を開始す
るとした。個人番号の利用範囲は社会保障と税、災
害対策に関する分野とし、法施行から３年をめどに
範囲の拡大を検討するとした。社会保障分野は医療
保険、介護保険、福祉、年金、労働などがあり、事
務・手続きの簡素化や負担軽減、給付過誤、給付漏
れ、二重給付などの防止効果があるとした。

（3/22MEDIFAXより）

マイナンバー法案が審議入り／衆院
　国民一人ひとりに番号を割り振り、社会保障や税
の情報を一元的に管理するいわゆる「マイナンバー」
関連法案が３月22日、衆院本会議で趣旨説明と質疑
が行われ、審議入りした。
　個人を識別するために顔写真の付いた個人番号
カードを交付し、行政事務手続きの簡素化で利便性
の向上を図る。各行政機関がそれぞれ把握していた
所得や社会保障給付情報などを名寄せすることで、
所得の過少申告や税の不正還付などを是正する狙い
もある。
　一方、プライバシー権やなり済まし、高額なシス
テム整備費などへの懸念がある。

（3/25MEDIFAXより）

マイナンバーに医療情報、「機密性への対応必
要」／田村厚労相
　一人一人の国民に番号を割り当て、社会保障や税
などの情報を一元的に管理するいわゆるマイナン
バー関連法案の質疑を行うため、４月11日に衆院厚
生労働委員会などの連合審査会が開かれた。当初の
マイナンバーの仕組みに医療情報が含まれていない
理由について田村憲久厚生労働相は、医療機関の初
期投資をどのように賄うのか、また、機密性の高い
情報を取り扱うことへの対応などが必要になると説
明。「（個人の）医療・健康情報が漏れたら大変なこ
とになる。厳しい対策を取らなければならない」と
理解を求めた。日本維新の会の伊東信久氏の質問に
答えた。
　マイナンバーに医療情報が含まれない点について
は、甘利明経済再生（一体改革）担当相も「医療に関
しては極めてセンシティブな分野」と説明。マイナ
ンバーの運用を始めてから３年間の知見を基に、医
療分野への対象範囲の拡大についても議論をしたい
考えを示した。
　田村厚労相はマイナンバーに医療情報を加えるこ
とで生まれる可能性やメリットにも言及し、「個人を
特定できない形にしながら『ビッグデータ』として
取り扱い、傾向を分析しながらより有効な治療法を
導き出していける可能性がある。個人に対しても自
身の情報を閲覧すれば、健康管理に役立てることが
できる」と述べた。（4/12MEDIFAXより）

民間保険
現物給付化要望、「直接支払い」なら可／介護
サービスで金融庁
　保険会社から要望があった介護や葬儀サービスの
現物給付化について、金融庁は４月４日の「保険商
品・サービスの提供等の在り方に関するワーキング・
グループ（WG）」に、要望内容は保険金の直接支払
いサービスとして行うことが可能との整理案を示し
た。
　金融庁によると、サービスの質の確保などの問題
から生命保険については現物給付が認められていな
いが、直接支払いサービスはあくまで保険金の支払
先の変更にすぎず、保険金を受け取る人の同意があ
れば禁止されるものではないとしている。
　これまでのWGの議論では、保険会社による介護
や葬儀サービスの現物給付ニーズはあるとする意見
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が出ていた。金融庁が示した「議論の整理」では、
「現在ニーズがある事項については、全て直接支払い
で整理することが可能であり、むしろ、さまざまな
検討すべき課題が指摘されている現物給付で整理す
るよりも、現行の法体系の下でも実現可能である直
接支払いで整理し、対応することとしてはどうか」
とした。介護分野では、有料老人ホームの入居金や
月額の家賃を保険金から支払うことなどが想定され
ている。
　金融庁総務企画局企画課保険企画室の玉川英資総
括課長補佐は、介護事業者への影響について「保険
会社と提携することで、将来のサービス量の見込み
が分かりやすくなるのではないか」としている。
●不妊治療の保険商品化も議論
　WGでは、不妊治療の保険商品化も議論した。た
だ、商品化の是非も含めて意見はまとまっておらず、
次回のWGで引き続き議論する予定。WGの報告書は
６月にも取りまとめる。（4/5MEDIFAXより）

IT
IT活用で効率的な医療サービス提供を／日独
シンポ
　厚生労働省とドイツ連邦保健省、ベルリン日独セ
ンターは４月９日、「医療制度における現代の情報基
盤」をテーマに日独シンポジウムを開催した。日本
の現状を報告した厚労省の唐澤剛政策統括官（社会
保障担当）は「質が高く効率的な医療サービスをい
かに提供するかは日独共通の課題」と指摘。ドイツ
連邦保健省のアネッテ・ビドマン・マウツ政務次官
も「日本とドイツが直面している医療制度の課題は、
もはやITなしでは克服することはできない」と述べ
るなど、ITを活用した医療サービスの効率的な提供
が両国にとって喫緊の課題になっているとの見方を
示した。
　医療の情報化について唐澤政策統括官は、▽患者
自身が自らの情報に基づいて行う健康管理▽医療機
関の地域連携による医療の質向上▽新規の医療技術
開発に向けたデータ活用―などの側面からその重要
性は高まっていると説明。日本の医療制度の特徴と
して国民皆保険のほか、フリーアクセスと病院全体
の約８割を民間病院が占めることを挙げ、フリーア
クセスについては診察を受けた医療機関ごとに患者
の情報が蓄積され、医療情報などが散在することに
つながるとし、ITの活用でこれらの情報を「患者の

ために有効活用することが必要になる」と述べた。ま
た、医療サービスの提供を多くの民間病院が担って
いることも踏まえ、情報の共有化に際しては「個人
情報保護を十分に講じた上でどういうシステムをつ
くるかが重要な課題」との見解を示した。
●ドイツでは医療情報カードを5000万人に配布
　ドイツの現状を報告したマウツ政務次官によると、
ドイツは医療情報カードの配布目標数やその期限を
法律で定め、2012年末までに公的医療保険の被保険
者の約７割に相当する5000万人に顔写真入りの医療
情報カードを配布した。現在、このカードは保険証と
して使われている。今後は、複数の医療関係者の間
で患者へのサービス提供の際に安全なコミュニケー
ションを確保するためのツールとして使用するほか、
患者の医薬品使用の安全性を高める目的で活用する
ことも想定しているという。（4/10MEDIFAXより）

被災地特例
被災地特例の延長を通知／保険局医療課
　厚生労働省保険局医療課は３月29日、東日本大震
災に伴う医療機関への特例措置を９月末まで延長す
ることを受けて、地方厚生局などに対し周知徹底を
図るよう事務連絡を出した。
　被災３県の医療機関では、４月１日時点で利用し
ている特例措置は同30日までに、４月１日以降に利
用を始めた特例措置については速やかに届け出を行
うことで、９月末まで措置を利用できる。３県以外で
の利用については４月末までに届け出を行えば、４
月１日時点で利用している措置に限って９月末まで
利用できる。
　各種特例措置の期限は３月末までとなっていたが、
13日の中医協総会で延長が認められた。

（4/1MEDIFAXより）

療養費
事務局案通り「ゼロ改定」決定／５月実施の
療養費改定
　厚生労働省保険局医療課は３月29日、５月１日に
実施する療養費改定について、26日に開催した社会
保障審議会・医療保険部会の療養費検討専門委員会
で提示した事務局案通りに実施すると発表した。改
定率は2012年度診療報酬改定の改定率（ネットでプ
ラス0.004％）を踏まえ0.00％となる。
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　「柔道整復」「あん摩マッサージ指圧」「はり・きゅ
う」のいずれも療養費の適正化を行う一方で、同規模
の評価の引き上げを行う。柔道整復療養費の適正化
では、３部位目の施術料を100分の70から100分の60
へ引き下げる。受傷初期段階での施術を評価し、初
検料や再検料などを引き上げる。頻回施術の理由に
ついて文書添付を義務付けるなど、運用上の見直し
も行う。近く通知を発出する。（4/1MEDIFAXより）

歳入庁
歳入庁を議論も平行線／３党実務者協議
　自民、公明、民主３党の社会保障制度改革に関す
る実務者協議は３月28日、民主党が他の野党と共同
提出する方針の歳入庁設置法案を説明したが、自公
が懸念を示し、議論は平行線に終わった。
　民主党はみんなの党などと共同で、保険料と税金
を一体的に徴収する歳入庁の設置に関する同法案を
今国会に提出する方針。長妻昭元厚生労働相らが設
置の意義などを説明した。自民党の福岡資麿厚生労
働部会長によると、自公は「税務の仕事と保険の徴
収の実務は専門性が異なる。窓口を一元化すればよ
いという話ではない」「保険料と税金の徴収を同一に
扱うのはいかがか」などと懸念を示した。また、民
主党の法案提出方針に対し、実務者協議の枠組みを
離れているとして違和感を表明した。

（3/29MEDIFAXより）

介護
介護従事者の賃金１万円上げ法案を登録／民
主・次の内閣
　民主党は３月26日、介護従事者の賃金を2013年の
10月から月額１万円引き上げる「介護従事者等の人
材確保に関する特別措置法案」を「次の内閣」に登録
した。今後は今国会への提出を視野に入れつつ、野
党連携を模索する。
　民主党はかねて、介護職の月額給与の４万円引き
上げを公約に掲げている。2009年度の介護報酬改定
と、その後の介護職員処遇改善交付金（現在は介護
職員処遇改善加算）を合わせて2.4万円の引き上げは
すでに行われているとし、同法案の成立で残り1.6万
円のうち、まずは１万円の引き上げを目指す。

（3/27MEDIFAXより）

乳幼児医療費
乳幼児医療費、全市区町村で援助／母子保健
課調査
　厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課は３
月22日、乳幼児などへの医療費援助に関する調査結
果を公表した。2012年４月現在の全国の実施状況を
調査した結果、47の全都道府県と全1742市区町村で
実施している状況が明らかになった。
　乳幼児などへの医療費援助は、都道府県が実施要
領などに基づいて各市区町村の事業を補助している。
　都道府県の状況を見ると、対象年齢について「就
学前」としていた都道府県が最も多く、30都道府県
あった。所得制限を設けている都道府県は32あった。
自己負担を設けている都道府県は39あった。
　市区町村では、都道府県が定めた対象年齢や所得
制限などの補助基準を拡大して援助を行っていると
ころが多かった。（3/26MEDIFAXより）

外科
外科医の労働環境改善に「総合的な施策を」
／関連13学会が見解
　日本外科学会や日本救急医学会、日本消化器外科
学会など外科系関連13学会で構成する外科関連学会
協議会は４月11日、福岡市内で開いた記者懇談会で、
外科医の労働環境改善の動きを加速させるには、初
期臨床研修医制度での外科の必修化や看護師の特定
行為の研修制度法制化など、医療制度改革とセット
にした総合的な施策が必要との見解を発表した。過
去２回の診療報酬改定による手術料の増点で、外科
医の待遇改善を進める動きが出てきたことに一定の
評価はできるとしながらも、手術件数が増える現状
の中で、外科医の労働時間は減少せず、依然として
厳しい環境が続いていると指摘した。
　「外科医の総意」と題した労働環境改善策は▽次
期診療報酬改定での手術料増額▽各病院での外科手
術に対する正当な評価と手当▽メディカルクラー
ク、コメディカルの充実▽初期臨床研修制度の外科
の必修化▽看護師の特定行為の研修制度法制化▽医
療安全調査機構設立─の６点。外科系関連学会の会
員を対象に2012年10月30日－12月10日に行った実態
調査の結果に基づいて検討してきた。調査は日本外
科学会の会員など２万8000人を対象にインターネッ
トを使って実施した。有効回答数は8316人（回収率
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29.7％）。
　調査結果によると、病院の手術件数は12年度改定
後に全体的に６％強増加している。外科医の１週間
当たりの労働時間数は、日本外科学会が11年度に実
施した調査（11年度調査）の77.1時間を上回り78.5時
間だった。当直回数も改定前（11年度調査）の2.3回
から2.4回に増えたほか、当直明けの手術参加が「い
つもある」との回答が、改定前（11年度調査）の
31.3％から36.0％に増えるなど、当直明けの手術参加
が日常化している実態が続いている。当直明けの手
術参加については９割の外科医が、手術の質を低下
させ医療事故につながると不安を抱いていた。「当直
明けは休み」など一定のルール作りを求める意見も
あった。
　12年度診療報酬改定では、手術料などのアップで
病院全体の収支バランスは改善し、外科系診療科の
収入も増加した。病院長を対象に、外科に特化した待
遇改善策を講じているか聞いたところ、改定前（11
年度調査）の12.3％から34.3％にほぼ３倍増という結
果になった。
　ただ、待遇改善策は、金銭的手当だけでなく医療
クラークの配置や当直・オンコール制の回数減少な
ど多様化している。外科医の平均年収は改定前（11
年度調査）の1538.4万円から、改定後は1456.3万円に
下がり、年収の30％はアルバイトなどで得ていた。
　こうした調査結果から日本外科学会の富永隆治理
事（九州大教授）は「診療報酬改定による増収が、病
院の経営基盤を押し上げることに貢献したことは調
査結果からも明らかだ。外科に特化した待遇改善策
も進み出そうとしていることは評価できる」とした。
その上で、外科医の数が大幅に増えない現状で、増
加する手術件数に対応していくには、診療報酬改定
の手術料の増額はもちろん、特定看護師などの中間
職種の育成が急がれると指摘。「若手医師に外科に参
加してもらうには、臨床研修制度の見直しに際して
外科の必修化が不可欠だ」と述べ、総合的な戦略が
必要と強調した。（4/12MEDIFAXより）

国保中央会
番号制度導入、初期費用など公費負担を／国
保中央会と健保連
　国民健康保険中央会と健康保険組合連合会は４月
10日、今国会に提出された番号制度関連法案に関す
る要望書を、厚生労働省の唐澤剛政策統括官と木倉

敬之保険局長に連名で提出した。番号制度導入に際
し、財政的に困窮する医療保険者は事務作業や費用
の負担に耐えられないとし、初期費用や維持費など
は全額公費で賄うことを求めた。同じ要望書を９日、
内閣官房社会保障改革担当室の中村秀一室長にも提
出している。
●番号制度を前提に医療情報基盤構築を
　番号制度に基づく医療情報基盤の構築に向けた要
望も行った。法案成立後の具体的な進展を見据え、▽
医療情報の連携基盤構築に当たって具体的な実施範
囲・実施時期を明確化し、医療分野全般のICT化の
全体像を示す▽医療機関間の情報ネットワークや医
療機関と保険者間の情報基盤をつくるため医療機関
側の理解を促す▽番号制度を国民に分かりやすく説
明し、情報連携における事前チェック機能や訂正機
能の仕組みを検討する―などを求めた。

（4/11MEDIFAXより）

保団連
「TPPの危険な正体」／保団連が見解を掲載
　保団連は４月３日、安倍晋三首相が参加を表明し
た環太平洋連携協定（TPP）交渉を問題視する見解
をまとめ、「TPPの危険な正体　国民皆保険が危機
に」と題してホームページに掲載した。保団連は、交
渉参加により医療が規制緩和されれば国民皆保険が
形骸化する危険性などの問題点を挙げた。
　見解では、TPPの本質的な目的は参加国の国内制
度などを米企業にとって有利に変更することとの考
えを示している。TPP交渉の焦点は「薬価決定のプ
ロセスに製薬会社を参加させること」とし、日本の
薬価が皆保険制度のない米国並みに高騰すると指摘。
また、医薬品の特許保護が強化されれば、先進医療
は医療費抑制のため公的医療保険外に留め置かれ、
先進医療特約を販売する民間保険会社にとっては有
利になるとした。さらに、企業の主張が条項に反映
されれば、日本政府が先進医療の保険適用を決めた
場合でも、企業利益保護のための提訴が可能となり、
適用を取りやめさせることができると言及している。
　その他の問題点としては▽すでに合意された条文
については新たな参加国に再協議の余地がなく、遅
れて交渉に参加した場合、先行参加国の交渉で合意
された条文は無条件に受け入れなければならない▽
協定発効後４年間は交渉内容や提案文書が非公開▽
非関税障壁の撤廃による影響を政府が勘案していな
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日医
医師の強制配置、同意できない／日医代議員
会で横倉会長
　日本医師会の横倉義武会長は３月31日の定例代議
員会で、自由開業制を国が規制し診療所の開設を制
限することについて、同意できないとの立場を示し
た上で「医師会と行政が話し合いをしながら、適正
な配置をどうするのか、早急に議論を進めなければ
いけない」と述べた。自由開業制の是非などが議論
となった３月27日の社会保障制度改革国民会議への
対応をただした塩見俊次代議員（奈良）の質問に答
えた。
　横倉会長は、過去に地域の医師会が適正配置の調
整機能を担っていたものの、公正取引委員会による
排除措置命令で調整ができなくなった経緯を説明し、

「個人的にはこのことが大都市の駅前に特定の診療
科が集中するようなひずみを生んだと思っている」
と述べた。
　横倉会長は日程の調整がつかず、国民会議当日は
出席できなかったと説明。医師の強制配置の問題に
ついては、日医と四病院団体協議会の懇談会でも過
去に議論になったとした。
　27日の国民会議では、日本精神科病院協会の山崎
學会長が自由開業制と自由標榜制に疑問を示し、勤
務医が診療所の開設に向かわないよう一定の制限を
かける必要があるとの考えを主張していた。

（4/1MEDIFAXより）

金融庁の規制緩和に警戒感高まる／日医代議
員会
　金融庁の金融審議会が「保険金直接支払いサービ
ス」と「現物給付型保険」の解禁を検討しているこ
とに対して、日本医師会内で警戒感が高まっている。
３月31日の日医代議員会では、松家治道氏（北海道）
や河村康明氏（山口）が個人質問で「皆保険制度の
根幹を崩すことにつながる」と懸念を表明。日本政
府が環太平洋連携協定（TPP）への交渉参加を表明
したことと相まって、米国が日本の保険市場に規制
緩和を求める圧力をかけてくる可能性が否定できな
いと指摘した。
　これに対して日医の石川広己常任理事は「現実に
現物給付が入ってくるようなところまでは来ていな

い」と現状判断を示しつつも、「注意深く監視し、必
要な対応を取っていく」と応じた。

（4/1MEDIFAXより）

民医連
受診遅れで58人死亡／無保険や自己負担で
きず
　全日本民主医療機関連合会（民医連）は３月29日、
経済的事情で国民健康保険（国保）の保険料が払えず
に「無保険」状態になったり、保険証を持っていて
も医療費の窓口負担が払えなかったりして受診が遅
れ、死亡した人が2012年に25都道府県で58人に上っ
たとの調査結果を発表した。
　民医連は、加盟する病院や診療所の計657施設に、
経済的事情で受診が遅れて12年に亡くなった人の事
例の報告を求め、回答をまとめた。
　受診遅れで死亡した人のうち無保険の人は22人。
国保の保険料滞納で有効期間が短くなる「短期保険
証」が13人、さらに、滞納が続き保険証を返して医
療費全額をいったん払わなければならない「資格証
明書」が４人。残る19人は、保険証はあっても医療
費が払えずに受診を控えていた。死因の７割近くは
がんだった。
　58人の約７割は50－60代の男性。職業別では無職
が25人、非正規労働者が17人いた。
　都道府県別では福岡の７人が最多。北海道、埼玉
が各５人、青森、東京、宮崎が各４人だった。

（4/2MEDIFAXより）

40年の埼玉・神奈川、高齢者は２倍に／社人
研が推計
　国立社会保障・人口問題研究所は３月27日、高齢
者人口は大都市圏と沖縄で大幅増となることなど、
2040年までの地域別の将来推計人口を公表した。推
計によると20－25年以降は全ての都道府県で人口が
減少し、40年には日本の総人口も10年の水準を下回
る。
　将来推計は５年ごとに公表している。10年の国勢
調査に基づく今回の推計では都道府県別・市区町村
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別の推計結果を同時に公表した（福島県は全県での
推計のみ）。これによると30年後の40年には、65歳以
上人口、75歳以上人口のいずれも大都市圏と沖縄県
で大幅に増加する。特に埼玉県と神奈川県では40年
の75歳以上人口が10年の２倍以上になる。
　40年に65歳以上人口の割合が最も大きいのは秋田
県で43.8％、最も小さいのは沖縄県で30.3％。同様に
75歳以上人口の割合は最大が秋田県の28.4％、最小
が東京都の17.4％となる。
●自治体の半数、40年には高齢者率40％超に
　市区町村別の推計では、40年の総人口が10年より
多くなる自治体は80ある一方、95.2％に当たる1603
自治体では10年よりも少なくなる。
　65歳以上人口の割合が40％以上を占める自治体は、
10年の87から40年には自治体の半数（49.7％）に当
たる836となる。同様に50％を超える自治体も１割

（9.9％）に当たる167まで増える。
　０－14歳人口の割合が10％未満の自治体は、10年
の192から40年には自治体の57.6％に当たる970まで
増える見通しだ。
　従来、将来推計は都道府県別推計を公表した後、１
年遅れて市町村別推計を公表してきた。今回は東日
本大震災に伴う通常よりも大きな人口の流出入があ
るため、市区町村別の推計を先に行い、積み上げた
結果を都道府県別推計として示した。

（3/28MEDIFAXより）

在宅医療、最大の課題は「医師の確保」／日
医総研が調査
　日医総研は、郡市区医師会に対して実施した在宅
医療の現状に関するアンケートの調査結果を公表し
た。アンケートによると、人口や広さなど各郡市区
医師会が在宅医療を進める規模が大きいほど、推進
を後押しする環境が整備されていることが分かった。
医師会管轄地域が人口20万人以上のところでは、半
数以上の地域に在宅医療専門診療所があるのに対し、
３万人未満ではゼロ。日医総研は、人口が極めて少
ない地域では、限られた医療・介護資源を活用する
ための支援が必要との見解を示した。
　在宅医療推進の最大の課題については、医師の確
保であると指摘。認知症やがんの専門医などを含め、
在宅医療を担う医師の養成に合理的なインセンティ
ブを導入する必要性にも言及している。
　アンケートは815の郡市区医師会を対象に実施し、
回答率は78.2％だった。

●成功の鍵は多職種ネットワーク
　近隣地域よりも「進んでいる」と回答した郡市区
医師会では、「地域包括支援センターとの連携」や

「多職種を対象とした研修会・講習会の開催」など複
数の職種で行う事業を実施していた。アンケートの
自由記述欄では、顔の見える関係の構築が大切との
意見が上がった。一方、小規模医師会からは「厳密
な決まりごとを設けないことがポイント」との指摘
もあり、規模に見合った方法で進めることが近道と
した。（4/9MEDIFAXより）

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より
転載・一部改変を許諾されたものです。 
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「京都府中期的な医療費の推移に関する見通し」中間案
■ 京都府　2013年４月３日 ■

　　概要　http://www.pref.kyoto.jp/iryohoken/documents/chukan_gaiyou.pdf
　　本文　http://www.pref.kyoto.jp/iryohoken/documents/chukan_honbun.pdf

　京都府は３月11日、「京都府中期的な医療費の推移に関する見通し」懇話会を開催。第２期となる2013年度からの見通し
（素案）を示した。その後、府はこの中間案を公表。現在（４月４日～５月２日）、パブリックコメントを求めている。この
関連資料として「医療費の見通しの推計方法（厚生労働省保険局調査課2012年８月６日）」を36ページに、解説資料として
協会の論考を38ページに掲載する。

資料1

京都府中期的な医療費の推移に関する見通し（第二期）
の中間案について

 
平 成 ２ ５ 年 ４ 月  
健 康 福 祉 部  

 

Ⅰ 策定の趣旨

○ 京都府では、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、平成20年度に、５年を期間とする「京

都府中期的な医療費の推移に関する見通し」（第一期見通し）を策定 
○ 第一期見通しが平成24年度末で終了するため、平成 25年度からの５年を期間とする第二期見通し

を策定 
○ 策定に当たっては、府民の保健医療水準の向上を第一の目的とし、府民の生涯を通じた健康の維持・

増進や保健医療提供体制及び地域包括ケアの確立を図るなど、健康長寿日本一に向けた取組を推進、

そうした取組の結果としての医療費の見通しを示す（第一期見通しの考え方と同じ）。  
Ⅱ 主な内容

１ 医療費を取り巻く現状と課題

本府における医療費や平均在院日数、特定健康診査・特定保健指導実施率等の状況及び全国との比較 

２ 健康長寿の実現に向けた目標及び施策等

（１）府民の健康の保持の推進 
○ 達成すべき目標

・特定健康診査の実施率 ㉒ ％ → ㉙ ％

・特定保健指導の実施率 ㉒ ％ → ㉙ ％

・メタボリックシンドロームの該当者

及び予備群の減少率
％以上減少（⑳→㉙）

・喫煙率 ㉒ ％ → ㉙ ％

・受動喫煙の機会を有する者の割合

行政機関 ㉙ ％

医療機関 ㉙ ％

職場 ㉓ ％ → ㉙ 受動喫煙のない職場の実現を目指す

家庭 ㉓ ％ → ㉙ ％

飲食店 ㉓ ％ → ㉙ ％

○ 推進すべき施策（対策の方向）

生活習慣病の予防、ライフステージに応じた健康づくり、たばこ対策などの取組の推進 
（２）医療の効率的な提供の推進 

○ 推進すべき施策（対策の方向）

医療機関の機能分化・連携強化、在宅医療・地域包括ケアの推進、後発医薬品の使用促進  
３ 医療費の見通し（国提供のツールを基に平成２９年度の見通しを算出）

○ 自然増のみを推計した場合 億円（㉓比 億円（ ％、年 ％））

○ 平均在院日数の見通しを踏まえて推計した場合

・府実績ベース 億円（㉓比 億円（ ％、年 ％））

・全国実績ベース 億円（㉓比 億円（ ％、年 ％））
※医療機関の連携強化、平均在院日数短縮につながる入院医療の機能強化等の充実により増

Ⅲ 今後の予定

４月～５月 パブリックコメント、市町村等意見照会

５月 有識者懇話会で最終案議論

７月 議会報告、策定・公表
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資料１の関連資料

①

②
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資料１の解説資料

　京都府は３月11日、「京都府中期的な医療費の推移に関する見通し」（以下、単に「見通し」と表記）懇話会
を開催。第２期となる平成25（2013）年度からの見通し（素案）を示した※1。「見通し」は、高齢者の医療の確保
に関する法律第９条に基づく、都道府県医療費適正化計画にあたる。しかし、京都府は「府民の保健医療水準
の向上」が第一の目的であり、そのための取り組みを推進した結果として医療費の見通しはあるべきとの立場。
都道府県が医療費を管理することに慎重な姿勢であり、第１期から「医療費適正化計画」と銘打っていない。
　ちなみに、国は地域主権改革第２次一括法を根拠に、第２期都道府県医療費適正化計画に関しては、「医療に
要する費用の見通し」を除き、他の記載事項（特定健診・保健指導等の実施率、平均在院日数短縮目標等）を
すべて任意記載事項とした※2。

見通し素案の概要
　はじめに京都府が明らかした見通し「素案」の概要を紹介したい。
　必須記載事項である「医療費の見通し」（平成29（2017）年度）は、国の提供した医療費推計ツールを基に以下
のように算出した。

　府は今回の医療費推計について、平均在院日数の短縮効果のみを反映した。
　国の方針は、各都道府県における医療費推計に平均在院日数の短縮効果にあわせ、生活習慣病の予防による
効果（財政効果）※3を織り込むとしていた。しかし、府は後者については見込んでいない※4。
　任意的記載事項については、以下のように設定した。

医療費の見通し（2017年度）
自然増 9581億5044万円（2011年度比＋1425億円）
府実績ベース平均在院日数短縮効果反映 9726億3794万円（同上　＋1569億円）
全国実績ベース平均在院日数短縮効果反映 9700億0385万円（同上　＋1543億円）

項　目 見通し（2017年度） 備考
特定健康診査の実施率 70％ 第１期見通しの目標を維持
特定保健指導の実施率 45％ 第１期見通しの目標を維持
メタボリックシンドロームの
該当者及び予備群の減少率

25％
（2008年度対比） 京都府保健医療計画と調和

たばこ対策【新規】 喫煙率　　　14.0％
受動喫煙の機会を有する者の割合
・行政機関8.0％
・医療機関6.0％
・職場　受動喫煙のない職場の実
現を目指す
・家庭6.0％
・飲食店26.0％

いずれも京都府保健医療計画から引用

平均在院日数の短縮 数値目標は設定しない ・国提供のツールを用いて医療費推計
するために便宜的に算出するのみ
・過去の府及び全国平均の実績から
試算

後発医薬品の使用促進【新規】 数値目標は設定しない 数値目標は設定しないが「取り組むべ
き対策」について、別途、京都府保健
医療計画から引用

京都府が中期的な医療費の推移に関する見通し（第二期）素案を示す

「医療費推計計算ツール」に込められた国の思惑
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　なお、目標を達成するために都道府県が取り組むべき施策として、「住民の健康の保持の推進」「医療の効率
的な推進」を、京都府保健医療計画（現時点では最終案）の当該部分から引用している。
　平均在院日数短縮や後発医薬品使用促進という方針は、いわば国の医療費抑制策の象徴と言えるようなもの
だ。にもかかわらず、京都府が数値目標を設定しない方針であることは押さえておきたい。なぜなら、府が国
の構想する医療費抑制のための提供体制改革へ与しない姿勢であることを意味するからである。まずはその姿
勢を評価したい。

国の医療費推計計算ツールとは
　その上で、考察したいのは国が何を考えているのか、という点である。
　それは、「医療費の見通し」を記述するために都道府県へ提供された「計算ツール」の考え方にある程度顕れ
ている。
　そこで、懇話会で府当局が解説した国の「計算ツール」の考え方を整理してみる。
　国の計算ツールは、「平均在院日数が短縮すれば医療費が増える」設計になっている。それは前述した2017年
度の「医療費の見通し」からも見てとれる。
　推計ツールに沿った作業手順は、①最初に自然増の場合の推計値を導き出す※5（9581億5044万円）〈関連資料
①（Ｐ36）〉、②この値に平均在院日数短縮効果と生活習慣病対策等の取組による財政効果を加味する※6ことで、
推計値が導き出されるというもの〈関連資料②③（Ｐ36、37）〉。
　②は、「一旦増やしてそれから減らす」計算となっている。
　「増やす」要素（つまり、充実・医療費増につながる）は、高度急性期への資源集中、回復期等急性期後の体
制強化、在宅医療の強化等である。
　逆に「減らす」要素（効率化・医療費減につながる）は、平均在院日数短縮による入院医療費の減額である。
前述したように府は生活習慣病対策の財政効果を見込まなかったため、結果、平均在院日数を短縮すれば将来
医療費は増加するという計算結果となった。

平均在院日数短縮の考え方－病床数削減で平均在院日数を減らすのが国の方針
　以上の医療費推計に用いた平均在院日数の目標（府においては単に「見込み」である）についても、国は推
計方法を提示していた〈関連資料④（Ｐ37）〉。しかし、この推計方法についても府は採用しなかった。
　なぜか。懇話会席上、府担当者は次のように説明した。国の示した推計方法は将来の病床数を今より減少さ
せることで平均在院日数を短縮するとの考えでのプログラムだと推察できる。京都府は、医療機関の役割分担・
連携促進で平均在院日数は短くなるものであり、それは患者さんが退院し、在宅や施設に移り、住み慣れた環
境の中での療養生活を早く送れるようにしたいというのが目指すべき成果であると考えてきた。この認識から
考えると、病床数を減らさなければ平均在院日数が短縮しないプログラムを使用することはためらわれた。結
果、あくまでこれは「例示」されたプログラムなので、京都府はこれを使わず、他の方法で５年後の平均在院
日数を見込むことにした。
　他の方法とは、過去のトレンドをそのまま５年後まであてはめるというもの。京都府における平均在院日数
の短縮実績と全国における短縮実績の両方を用いて算出した。すなわち、京都府の2007～2011年の実績は年間
▲1.33％、全国ベースでは▲1.04％。この数字を使い試算した医療費の見通しが、前述の医療費推計だった。

国は都道府県を提供体制改革の主導者に仕立てようとしている　
　全体として、京都府が都道府県による医療費管理をそのまま受け入れず、平均在院日数短縮見通しを導き出
す際も独自の考え方で計算したこと、特定健診等の財政効果を見込まなかったこと等、その慎重な姿勢は評価
したい。
　むしろ、府の作業を通じて私たちが認識せねばならないのは国の姿勢の方である。
　国の計算ツールは、一体改革で目指す医療・介護サービス提供体制改革と都道府県単位の医療費抑制路線を
同一線上のものとして浮かび上がらせた。
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　国の医療費推計ツールは、平均在院日数短縮を促すが、それによって少なくとも2017年時点で現状よりも医
療費が増加する見通しである。その基本的考え方は、平均在院日数短縮に伴う急性期や在宅医療強化による医
療費増と入院日数減による医療費減が相殺され、結果として医療費が増えるという考え方である。これは、一
体改革の医療・介護サービス提供体制改革における医療費推計（2015年）と同様の構造である。
　また、国が「例示」した平均在院日数短縮「目標」を導き出すためのプログラムは、病床自体の削減を求め
ているということである。これも、一体改革で示された考え方と同じである。
　協会は、社会保障・税一体改革のめざす医療・介護サービス提供体制改革が、都道府県を責任主体として進
められる可能性を指摘してきたが、それが裏付けられたといえる。
　一体改革がめざす2025年の医療の姿をめざす国の試みは、今まさに都道府県を推進主体に本格化しようとし
ているのである。

国政策とは違う道の選択を　
　一方、この日の懇話会では、府が後発医薬品の数値目標を設定しないことを取り上げ、批判する発言が相次
いだ。後発医薬品への切り替えを認めない医師がいるなら、行政は監査・指導すべきだとの発言まであった。
こうした発言の背景には、国の政策に対する無批判がある。後発医薬品推進も、平均在院日数短縮も、生活習
慣病対策も（それ自体の評価はさておいたとしても）、本質にある「医療費抑制路線」が本当に正しいのか？と
いう問いを踏まえずにその政策を評価するわけにはいかない。
　国政策とは違う道を選択することが、患者さんの生命・健康を保障する道だという可能性はいつもある。
それは、現場医療者や自治体の政策担当者が常に踏まえるべき原則の１つである。

（京都府保険医協会事務局・中村暁）

※１　　既に府は４月３日に中間案を発表し、パブリックコメントを実施している。

※２　　これを受けた各都道府県の対応について、厚生労働省が明らかにした24年12月末時点の状況概要は次のとおり。特定健診実施率の

「目標値を設定する」都道府県が40、「目標としない」のが１、「未定等」６。特定保健指導実施率も同様。メタボリックシンドロー

ム該当者及び予備群者の減少率は、「目標値を設定する」が38、「目標値は設定しない」が１、「目標としない」１、「未定等」７。た

ばこ対策は「目標値を設定する」が21、「目標値は設定しない」13、「目標としない」３、「未定等」10。平均在院日数の減少は、「目

標値を設定する」24、「目標値は設定しない」４、「目標としない」４、「未定等」15。後発医薬品の使用促進は、「目標値を設定す

る」９、「目標値は設定しない」16、「目標としない」12、「未定等」10。

※３　　国は今計画から生活習慣病対策の財政効果を計画に見込むよう示唆している。曰く、メタボリックシンドローム該当者及び予備群

と非該当者では、８～10万円の医療費の差があることから、両者の医療費の差が平均して９万円／年と仮定し、該当者・予備群の

減少者数を乗じることで効果を推計するという。但し、府は生活習慣病対策による財政効果を医療費推計に反映させなかった。慎

重な姿勢がここでも伺える。

※４　　厚生労働省は全国高齢者医療・国保課長、事務局長会議（3月1日）で、推計方法を国が提供し、これによることが望ましいとしつ

つも、合理的な理由があれば、これと異なる推計を行っても構わないとしている（出典：国保実務2013年3月11日第2850号）

※５　　平成29年時の自然増推計9581億5044億円の算出について、府の説明は次のとおりである。①　医療保険（社保・国保・後期高齢者

医療）にかかる医療費（平成20年と22年度）を作成。この医療費には公費負担医療が含まれていない。②　算出した22年度の医療

保険医療費を「医療費の動向」（平成22、23年度）を用いて、23年度の医療保険にかかる医療費推計を算出、③　①で算出した20年

度医療保険医療費と「国民医療費（平成20年度）」を用いて、医療保険医療費をどの程度伸ばせば国民医療費に届くかを計算し、そ

こから公費負担医療も含めた医療費への「変換率」を作成、④　過去の医療費の伸び率・人口推計等を使い、一人あたりの医療費

の伸び率を設定、⑤　平成23年度の数字に④の伸び率をかけ、そこに変換率をかけることで国民医療費の推計を導き出す。

※６　　平均在院日数短縮がもたらす財政効果について、国の次のような考え方の計算を示している。例えば27年度の平均在院日数を、何も

しなければ現状のまま30.5日で推移すると仮定。これに対し、全国ベースで行う機能強化等の改革で28.3日に減少（▲7.2％≒▲７％）

させるとする。この場合、現状投影の医療費推計45.1兆円に対し、在院日数短縮のための機能充実（増加要素）で＋２兆円（4.4％≒

５％）、入院医療費削減（減少要素）▲1.2兆円（▲2.7％≒３％）と見込む。ここから導き出された方程式が、医療費増影響率＝平均

在院日数減少率×-0.61。医療費減影響率＝平均在院日数減少率×0.41となる。
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協会だより（定例理事会要録から）
2012年度（平成24年度）第18回　2013年3月12日

Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（２月26日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．未入会開業会員訪問（２月27日）状況
４．保団連近畿ブロック事務局長会議（３月４日）
状況

【経営部会】
１．税理士との相談日（２月27日）状況
２．保険医年金打合せ会（３月５日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療事故案件調査委員会（２月22日）状況
２．医師賠償責任保険処理室会（２月25日）状況
３．医療機関向け院内医療安全研修会（２月27・28
日）状況

【保険部会】
１．保険講習会Ａ（２月21日）状況
２．保団連第５回診療報酬改善対策委員会（２月28
日）状況

３．保団連「再診料アンケート」・京都協会「７剤以
上内服薬投与に関する算定制限アンケート」厚
生労働記者会での記者会見（３月６日）状況

Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．西京医師会との懇談会（２月15日）状況確認の
件

２．綴喜医師会との懇談会（２月16日）状況確認の
件

３．山科医師会との懇談会（２月21日）状況確認の
件

４．相楽医師会との懇談会（２月23日）状況確認の
件

５．総務部会（３月５日）状況確認の件
６．2012年度１月分収支月計表報告状況確認の件
７．２月度会員増減状況確認の件
８．会員入退会及び異動（２月26日―３月12日）に
関する承認の件

【経営部会】
１．経営部会（３月５日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（３月５日）状況確認の件
【政策部会】

１．第55回医療制度検討委員会（２月20日）状況確
認の件

２．政策部会（３月５日）状況確認の件
３．ＴＰＰ参加反対京都ネットワーク議会陳情（３
月６日）状況確認の件

４．メディペーパー京都164号、京都保険医新聞（第
2850号）合評の件

【保険部会】
１．保団連第１回社保・審査対策部会（２月24日）
状況確認の件

２．有床診療所懇談会（２月28日）状況確認の件
３．保険部会（３月５日、８日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
【政策部会】
１．第56回医療制度検討委員会開催の件
【保険部会】
１．７種類以上の内服薬投薬を行った場合の算定制
限に関する厚生労働省要請実施の件

Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
　①国をめぐる動き
　・生活保護基準引き下げをめぐって―デフレと基
準引き下げ、他制度への影響―

　・マイナンバー法案について
　②地方自治体をめぐる動き
　・平成24年度京都府予算について
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．2013年２月度国保合同審査委員会（２月19日）
状況確認の件

２．中医協（２月27日開催）（第238回総会、第８回
費用対効果評価分科会、第87回薬価専門部会）
概要報告の件

≪以上、24件の議事を承認≫

2012年度（平成24年度）第1９回　2013年3月26日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（３月12日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．第13回文化講座（３月17日）状況（増田副理事
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長）
【経営部会】
１．傷害疾病保険審査会（３月19日）状況
２．金融共済委員会（３月21日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談状況
【政策部会】
１．こども検診医療基金・関西との懇談（３月６日）
状況

２．ＴＰＰ参加反対京都ネットワーク議会陳情（３
月15・18日）状況

３．環境対策委員会（３月15日）状況
【保険部会】
１．第647回社会保険研究会（３月16日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．右京医師会との懇談会（３月11日）状況確認の
件

２．2012年度第10回正副理事長会議（３月14日）状
況確認の件

３．事務局労組よりの2013年度賃金等に関する要求
への対応について

４．会員入退会及び異動（３月12日～３月26日）に
関する承認の件

【医療安全対策部会】
１．2012年度医療安全シンポジウム（３月９日）状
況確認の件

【政策部会】
１．第55回医療制度検討委員会（２月20日）状況確
認の件

２．バイバイ原発３・９きょうと（３月９日）状況
確認の件

３．保団連理事会（３月10日）状況確認の件
４．京都府立医科大学附属北部医療センター（与謝

の海病院）開設に係るシンポジウム（３月10日）
傍聴状況確認の件

５．メディペーパー京都165号、京都保険医新聞（第
2851号）合評の件

Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．４月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．地区懇談会開催の件
【経営部会】
１．税理士との懇談会開催の件
【政策部会】
１．バイバイ原発きょうと事務局会議出席の件
２．環境ハイキング～京都西山にスプリングエフェ
メラルを求めて～開催の件

３．第２回原発問題学習交流会出席の件
４．市民公開講演会・反核京都医師の会第33回定期
総会出席の件

５．第４回ＴＰＰ参加反対京都ネットワーク出席の
件

６．介護保険制度学習会講師依頼の件
７．京都市のリハビリテーション行政を考えるシン
ポジウム（仮称）実行委員会結成の件

Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
　①国をめぐる動き
　・社会保障制度改革国民会議の議論
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．保険審査通信検討委員会（３月８日）状況確認
の件

Ⅵ．その他
１．理事長・副理事長・監事選挙立候補状況
≪以上、24件の議事を承認≫

５月のレセプト受取・締切

基金
国保

9日㈭ 10日㈮
労災

13日㈪

○ ◎ ◎

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時30分
　　　　　　　国保　午前８時30分～午後５時15分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時
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5月の無料相談日
専門家が無料でご相談に応じます（30分間）。協会事務局へお申込み下さい。

建 築 士 5 月  8日（水） 午後 ２時～ 担当＝竹内建築士

雇 用 管 理 5 月16日（木） 午後 ２時～ 担当＝河原社会保険労務士

ファイナンシャルプランナー 5 月16日（木） 午後 1時～ 担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）

法 律 随時受付 担当＝顧問弁護士、協力弁護士よ
　　　りお選びいただけます

税 理 士 5 月２２日（水） 午後 ２時～ 担当＝鴨井税理士

日　時 ５月９日 （木） 午後２時～４時
場　所 京都府保険医協会・会議室

講　師 ひろせ税理士法人所長　花山 和士 税理士
協　賛 有限会社アミス

医院継承講習会
―相続税法の改正も踏まえて

京都市の身体障害者リハビリテーションセンターがなくなるって？ホント?!

市民、医療・福祉関係者が集い、
京都市のリハビリテーションを語り合おう！

どうなるの？京都のリハビリテーション

ところ　京都新聞文化ホール
京都市中京区烏丸通夷川上ル　京都新聞社内
　※現在、烏丸通りからの入り口は工事中です。５番出口から

地上にあがり、車屋町通りの入り口からお入りください。

と　き ５月11日（土）
 　　午後２時～４時

入場
無料

主　催　どうなるの?京都のリハビリテーション実行委員会
　（参加団体:京都府保険医協会、京都障害児者の生活と権利
を守る連絡会、京都市職員労働組合民生支部、同リハビリ
テーション分会、京都社会保障推進協議会、京都府作業療
法士会、京都府言語聴覚士会、リハビリセンター活性化に
向けた実行委員会、NPO法人京都頸髄損傷者連絡会）

協　力　京都地域リハビリテーション研究会
賛　同　社団法人中京東部医師会、下京東部医師会、社団法
人下京西部医師会、亀岡市医師会、京都府歯科保険医協会、
NPO法人京都難病団体連絡協議会、京都母親大会連絡会、
京都高齢者退職者協議会、全京都生活と健康を守る会連合
会、全国福祉保育労働組合京都地方本部（順不同・敬称略、
4月18日現在）

問合せ先　☎075・212・8877、ファクス:075・212・0707
　（京都府保険医協会）
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ところ　 ハートピア 
京都大会議室
京都市中京区竹屋町通烏丸東入清水町375

と　き ５月18日（土）午後２時～４時30分（開場午後1時30分）

日　時 ５月11日 （土）
  午後２時～４時
場　所 京都府保険医協会・
 ルームＡ～Ｃ
講　師 和田内科医院院長
	 京都糖尿病医会会長
	 京都府国民健康保険団体連合会審査委員
 和田 成雄 氏　　
共　催 京都府保険医協会・ノバルティス ファーマ㈱

第648回 社会保険研究会

最近の糖尿病診療と保険上の留意点
　糖尿病治療の問題点としては、食後高血糖の是正と食前
低血糖、体重増加、経年的膵β細胞減少などがある。とこ
ろがインクレチン関連製剤の登場により、より安全に、よ
り効果的に糖尿病治療を行うことが可能となってきた。
DPP-4阻害剤は現在6種、7剤が臨床において使用可能であ
るが、その位置付けや効果、保険適応を含めた選択基準な
どを解説したい。また、DPP-4阻害剤は膵作用のみでな
く、肝、筋、脂肪組織、中枢、心血管系などに対する
pleiotrophic effectを有しており、とくに今回は心、腎に
関する作用を紹介したい。
　一方、糖尿病診療には様々な保険上の留意点があり、在
宅関連、検査、薬剤などに分けて解説する。

第１部　基調報告
　講師　岡﨑 祐司氏（佛教大学教授）
第２部　トークセッション
　 「最後も自宅で」、それを支える 

地域の力は？
 　─開業医が本気で語る
第３部　まとめ
　京都の開業医が展望する地域ケア

主催：京都府保険医協会/後援：京都市、向日市、長岡京市、大山崎町、八幡市、城陽市、京田辺市、木津川市、和束町、笠置町、南山城
村、亀岡市、京丹波町、福知山市、舞鶴市、宮津市、京丹後市、伊根町、京都新聞社、朝日新聞京都総局、産経新聞社京都総局、読売新聞京
都総局、毎日新聞京都支局、日本経済新聞社京都支社、ＫＢＳ京都（４月１８日現在、順不同・敬称略）

日　時 ５月19日 （日） 午後２時～５時
場　所 京都府保険医協会・会議室
参加費 会員：無料、非会員：2,000円
共　催 有限会社アミス

① 銀行融資を受ける際の留意点
 ―資金計画・事業計画の立て方・審査のポイント
  京都銀行営業支部業種別専門営業部 係長
  東　洋平 氏 　
② 「雇われる立場」から「雇う立場」へ
 ～始めが肝心！スタッフ雇用の留意点～
  ひろせ税理士法人／株式会社ひろせ総研特定社会保険労務士 
  河原 義徳 氏 　
③ 先輩開業医からのアドバイス
  村山医院　院長  村山 祐一郎 氏 　
④   地区医師会への入会手続き、 

保険医協会の共済制度について

新規開業予定者のめの
講習会 開業に必要な情報が盛りだ

くさん!!

京都の開業医が展望する地域ケア
医療・福祉・介護シンポジウム

参加費無料
要申込
先着200人
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と　き　6月30日（日）
　　　　午後２時～３時30分（予定）
　　　　※集会後にデモ行進

ところ　大谷ホール
　　　　京都市下京区諏訪町通六条下る上柳町215

主　催　TPP参加反対京都ネットワーク

お問い合わせは協会（☎075・212・8877）まで

TPP参加反対京都集会 （仮称）

五条通

花屋町通
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指導・監査・取消処分の実態
―その時、 あなたはどう対応しますか？

税務記帳講習会

経営内容の把握は正確な記帳から

押小路通押小路通

姉小路通姉小路通

御池通御池通 烏
丸
通

烏
丸
通

地
下
鉄
烏
丸
線

地
下
鉄
烏
丸
線

地下鉄東西線地下鉄東西線

第2回

日　時 ５月23日 （木）午後２時～４時
場　所 京都府保険医協会・会議室
講　師 山口　稔 税理
内　容   記帳の基本：金銭出納帳、銀行帳の作成、記帳練習

持ち物 筆記用具、電卓

協　賛　有限会社アミス

指導・監査対策講習会シリーズ

日　時 ５月30日 （木）
  午後２時～４時30分
場　所 登録会館・大ホール
  （京都市中京区烏丸通御池上ル二条殿町546-2）
参加費 1,000円（会場代、資料代として）
定　員 120人 （定員になり次第、締切）
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　 ☆ お待たせしました！改訂版出ました。 　　☆ じわじわとロングセラーです。

　お名前

　送付先　〒

　TEL：                                   FAX：

お問い合わせ・申込　京都府保険医協会　TEL075-212-8877　FAX075-212-0707
有限会社アミス　TEL075-212-0303

〒604-8162　京都市中京区烏丸通蛸薬師上ル七観音町637　第41長栄カーニープレイス四条烏丸６階

　15,750円 □ ハリソン内科学（第4版）
福井次矢・他監●Ａ4変型判　3,500頁●MEDSi

31,290円

□

　　京都府保険医協会では医学書を斡旋しています。
　　案内にない書籍もお気軽にお問い合わせください。

〈申込書〉　  FAX 075-212-0707までお送りください。

☆京都府保険医協会の会員の先生は書店でご購入いただくより割安になります。
（表記価格は全て税込価格ですが、会員の先生には消費税抜きの価格で斡旋します）

※商品は神陵文庫より発送。申込価格5,000円以上は送料無料。

ご注文のタイトルに（ﾚ）して下さい　　【医学書・新刊　2013年４月】

今日の治療指針　2013　私はこう治療している

山口　徹他・総編集 2,064頁●医学書院

□  ガイドライン外来診療　2013
泉孝英・他編●B5判　658頁●日経ＢＰ社

15,750円 □

毎年全面書き下ろし、信頼と実績の治療年鑑　2013年1月発行 全医療関係者必携の医薬品情報書、2013年1月発行

□ 今日の治療薬　解説と便覧　2013
浦部晶夫・他編●Ｂ6判　1,376頁●南江堂

4,830円

□

□

薬効・薬理と薬の使い方

16,800円

5,250円

□ ポケット判（Ｂ６）

□

頭部画像解剖　徹頭徹尾　疾患を見極め的確に診断する

蓮尾金博・編●B5判　276頁●メジカルビュー社

治療薬マニュアル　2013
高久史麿・他監修●Ｂ6判　2,500頁●医学書院

□ デスク判（Ｂ５） 19,950円
比類なき内科学のグローバルスタンダードの（原著最新18版）待望の日本語版

9,975円

□

□

□

□

12,600円

　医療機関名

誰も教えてくれなかった血算の読み方・考え方
岡田　定・著●Ｂ5判　200頁●医学書院

□

□

4,200円

□

□

時間内科学
大塚邦明・著●B5判　340頁●中山書店

今日の臨床検査2013-2014
櫻林郁之介・監●B6判　680頁●南江堂

□

□

□

□

武田文和・監訳　●Ａ5判　752頁●医学書院

トワイクロス先生のがん緩和ケア処方薬

胸部画像診断スタンダード
髙橋雅士・他編●B5判　352頁●MEDSi

5,040円

□

診療ガイドラインに沿った　肝癌治療の要点と盲点
高山忠利・他編●B5判　434頁●文光堂

□

8,400円

5,775円

開業医の外来小児科学　（第6版）
豊原清臣・他監●B5判　1,056頁●南山堂

ハリエットレーンハンドブック

□

6,300円

肝臓専門医テキスト
日本肝臓学会・編●B5判　510頁●南江堂

□

ジョンズ･ホプキンス病院小児科レジデントマニュアル（第2版）

五十嵐　隆・他監訳●A5変型判　1,114頁●MEDSi

□

6,090円

徹底探索　心エコー　症例と画像で学ぶ心エコー図重要ポイント

古川　裕・監●A4判　272頁●日本医事新報社

変貌する心不全診療
伊藤　浩・編　●B5判　310頁●南江堂

ゾリンジャー外科手術アトラス
安達洋祐・訳●Ａ4判　520頁●医学書院

7,560円

6,930円

15,750円

14,700円

23,100円

9,240円

臨床小児麻酔ハンドブック　（改訂第3版）
前川信博・監●B5判　420頁●診断と治療社

All About 開放隅角緑内障　＜眼科臨床エキスパート＞
吉村長久・他シリーズ編集　●B5判　424頁●医学書院

膝靭帯手術のすべて
越智光夫・編　●B5変型判　412頁●メジカルビュー社

12,600円

6,825円

17,850円

15,750円

10,500円

18,900円

炎症性腸疾患の外科治療
佐々木　巖・他編　●Ａ4判　208頁●メジカルビュー社

□ □

胸膜全書　胸膜疾患のグローバルスタンダード
中野孝司・編●Ｂ5判　416頁●医薬ジャーナル社

□5,040円

SHDインターベンション　ハンドブック
ｽﾄﾗｸﾁｬｰｸﾗﾌﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ・監●B5判　244頁●医学書院

6,825円

9,240円

循環器内科臨床マニュアル
永井良三・他監●Ｂ6判　478頁●南江堂

□□

□ 所見から考えるぶどう膜炎　＜眼科臨床エキスパート＞
吉村長久・他シリーズ編集　●B5判　308頁●医学書院

今日の神経疾患治療指針　（第2版）
水澤英洋・他編●A5判　1,136頁●医学書院

15,750円

小脳と運動失調　小脳はなにをしているのか

中村二郎・編●B5判　240頁●中山書店

＜アクチュアル脳・神経疾患の臨床＞

西澤正豊・編●B5判　352頁●中山書店

内科で役立つ　一発診断から迫る皮膚疾患の鑑別診断
出光俊郎・編●B5判　293頁●羊土社

Evidence based medicineを活かす　膠原病・リウマチ診療　（第
3版）　　山中　寿・他編●Ｂ5判　616頁●メジカルビュー社

7,350円＜ヴィジュアル糖尿病臨床のすべて＞

9,240円

糖尿病性神経障害　基礎から臨床のすべて

縦隔の外科　手術手技アトラス
矢野智紀・著　●ＡB判　148頁●南山堂
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